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 令和６年度各会計の決算をご審議いただくにあたり、各会計歳入歳出決算書並びに決

算説明書、決算審査意見書等を提出したところでありますが、審査に先立ちまして、各

会計決算の大綱をご説明申し上げます。 

 

令和６年度の当初予算は、 

   一 般 会 計     ２１１億６，２００万円 

   特 別 会 計      ９７億６，５３３万円 

   下水道事業会計支出    ２２億３，８１４万円 

   病院事業会計支出     ８５億２，３７６万円 

合わせて、４１６億８，９２３万円を計上したところでありますが、その後計上した

補正予算と令和５年度からの繰越事業費繰越額を加えた最終予算額は、 

一 般 会 計     ２５１億８，９０４万円 

   特 別 会 計     １０２億  ４８６万円 

   下水道事業会計支出    ２３億６，０５３万円 

   病院事業会計支出     ８７億６，７２９万円 

合わせて、４６５億２，１７２万円となったところであります。 

 

 令和６年度は、総合計画に掲げたまちの将来像実現に向けた施策を推進するとともに、

安定的な財政運営を目指し、事務・事業の効率化及び財源確保に向けた市税の収入率向

上、ふるさと納税の積極的な推進に努めてきましたが、市立病院の経営が悪化し、今後

の収支改善を図る必要が生じたことから、財政安定に向けた全市的な取り組みが急務と

なりました。 
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そのような中においても、市民の皆様が安心して暮らせるまちづくりを目指し、物価

高騰対応重点支援地方創生臨時交付金をはじめとする国の補助金等を活用した事業を

実施したほか、子育て施策を更に充実・強化するために「滝川市こども計画」を策定し

たところです。 

 

 以下、会計ごとに主な内容について申し上げます。 

 

一般会計におきましては、歳入２４７億８，５０４万円に対し、歳出２３８億    

１，０２６万円で、差引９億７，４７８万円の剰余を生じました。 

 

歳入につきましては、収入済額と予算現額を比較しますと、４億４００万円の減とな

っており、その主な内容は、 

繰越金            ２億３，６８３万円 

寄附金            １億４，４６２万円 

市税             １億３，５８０万円 

地方交付税            ６，６５８万円 

地方消費税交付金         ５，６４７万円 の増となり、 

 

  国庫支出金          ５億   ８１万円 

繰入金            ２億６，６６０万円 

市債             ２億２，５６０万円 

使用料及び手数料         ２，４３９万円 

諸収入              ２，３８５万円 の減となったこと 

などによりますが、 
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令和７年度に歳入されるべき繰越明許費に係る歳入予算額が、国庫支出金で    

２億７，３３５万円、地方債で８，１９０万円、計３億５，５２５万円計上されており

ますことから、歳入は実質的に４，８７５万円の減となったところです。 

 

 一方、歳出におきましても、予算現額と支出済額を比較しますと、１３億７，８７８

万円の減となっておりますが、くらし応援クーポン券事業など繰越明許費として令和７

年度に繰越して歳出することを決定した予算額が４億４，１１０万円計上されておりま

すことから、実質的には９億３，７６８万円の減となりました。 

 

歳入についてみますと、市税、寄附金、使用料及び手数料などの自主財源は全体の   

３５．８％、地方交付税、国・道支出金、市債などの依存財源は６４．２％となってお

ります。 

 

自主財源の内訳といたしましては、 

市税            ４３億１，０１８万円 

寄附金           １５億２，３５９万円 

諸収入           １３億９，１６５万円 

繰越金            ９億１，７５７万円 

使用料及び手数料       ４億  １６８万円 

繰入金            １億４，４２７万円 

分担金及び負担金       １億２，４４３万円 

財産収入             ６，７６０万円 となり、 

 

依存財源の内訳は、 
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地方交付税         ７７億   ７２万円 

国・道支出金        ５４億１，００４万円 

市債            １１億９，３００万円 

地方消費税交付金      １０億５，８５８万円 

その他            ５億４，１７３万円 となっております。 

 

一方、歳出につきまして、性質別にみますと、 

  扶助費           ４７億４，５０４万円 

補助費等          ４３億１，７３０万円 

人件費           ３４億７，５７９万円 

物件費           ２３億６，３１６万円 

繰出金           ２１億５，４１９万円 

建設事業費         １７億５，９２９万円 

積立金           １６億５，０５０万円 

公債費           １４億１，６４１万円 

維持補修費          ８億８，４３０万円 

貸付金            ８億３，６５２万円 

出資金            ２億  ７７６万円 となっております。 

 

 つぎに特別会計につきましては、特別会計全体として、歳入９９億８５５万円に対し、

歳出９５億２５万円で、差引４億８３０万円の剰余を生じました。 

 

国民健康保険特別会計では、歳入決算額４１億５，０６５万円、歳出決算額４１億  

５，０６５万円で歳入歳出同額となっており剰余金は発生しておりません。 
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 歳入についてみますと、 

   道支出金          ３１億７，２７３万円 

国民健康保険税        ５億４，５９６万円 

繰入金            ４億１，４９６万円 

諸収入などその他         １，７００万円 となったところです。 

 

一方、歳出についてみますと、 

保険給付費         ３０億５，４６４万円 

国民健康保険事業費納付金   ９億５，４２２万円 

総務費              ７，５１６万円 

保健事業費            ４，８５９万円 

諸支出金などその他        １，８０４万円 となりました。 

 

 公営住宅事業特別会計では、歳入決算額８億９，９３１万円、歳出決算額８億    

９７８万円で差引８，９５３万円の剰余を生じました。 

 

 歳入についてみますと、 

使用料及び手数料       ２億９，１０３万円 

繰入金            ２億６，６３７万円 

市債             ２億３，８７０万円 

繰越金            １億  １４０万円 

その他財産収入、諸収入        １８１万円 となったところです。 

  

一方、歳出についてみますと、 
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住宅事業費          ５億７，６６９万円 

公債費            ２億２，８３８万円 

諸支出金               ４７１万円 となりました。 

 

 介護保険特別会計では、まず保険事業勘定で、歳入決算額４０億３，７２２万円、歳

出決算額３７億７，０１３万円で差引２億６，７０９万円の剰余を生じました。 

 

 歳入についてみますと、 

支払基金交付金         ８億６，５１０万円 

国庫支出金           ８億４，２３０万円 

介護保険料           ６億７，７９７万円 

繰入金             ５億８，１９７万円 

繰越金             ５億６，８７４万円 

道支出金            ４億９，０７０万円 

その他財産収入、諸収入       １，０４４万円 となったところです。 

 

 一方、歳出についてみますと、 

保険給付費          ２９億  ９４１万円 

基金積立金           ３億７，２２９万円 

地域支援事業費         ３億１，２４９万円 

総務費             １億２，３４２万円 

その他保健福祉事業費、諸支出金   ５，２５２万円 となりました。 

  

また、介護サービス事業勘定では、歳入決算額６，５９５万円、歳出決算額     
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１，４２８万円で、差引５，１６７万円の剰余を生じました。 

 

歳入についてみますと、 

繰越金               ４，７９７万円 

サービス収入            １，７９２万円 

諸収入                   ６万円 となったところです。 

 

一方、歳出についてみますと、 

サービス事業費           １，４２８万円 となりました。 

 

後期高齢者医療特別会計では歳入決算額７億５，５４２万円、歳出決算額７億   

５，５４１万円で差引１万円の剰余を生じました。 

 

 歳入についてみますと、 

後期高齢者医療保険料      ５億２，３０８万円 

繰入金             ２億２，９２２万円 

繰越金などその他            ３１２万円 となったところです。 

 

一方、歳出についてみますと、 

後期高齢者医療広域連合納付金  ７億３，２８７万円 

保健事業費             １，１４０万円 

総務費などその他          １，１１４万円 となりました。 

  

つぎに企業会計について申し上げます。 
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下水道事業会計の収益的収支では、事業収益１２億８，５２６万円に対し、事業費用

１２億２，１６７万円で、６，３５９万円の純利益となりました。 

また、資本的収支では、収入３億８，２１３万円に対し、支出８億３，７２８万円で、

差引不足額４億５，５１５万円となり、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額、過年度分損益勘定留保資金及び減債積立金で補てんしました。 

 

 病院事業会計の収益的収支では、事業収益６２億６，９２９万円に対し、事業費用は

７３億５，６７８万円となり、１０億８，７４９万円の純損失となりました。 

また、資本的収支では、収入２億６，６６１万円に対し、支出８億６１６万円で、差

引不足額５億３，９５５万円となり、過年度分損益勘定留保資金で補てんしました。 

 

以上、各会計の決算の内容についてご説明申し上げました。 

 

 令和６年度決算に基づく健全化判断比率については、今議会において、報告第１号、

報告第２号として健全化判断比率及び資金不足比率の報告を行ったところであります

が、いずれの指標についても健全段階であります。 

令和６年度は、ふるさと納税の推進や事務・事業の効率化等により１６億円以上の基

金積立を行うことが出来ましたが、市立病院の収支改善や公共施設の整備など、解決す

べき課題が山積しているため、今後も一層財政の健全化を進め、その状況について透明

性をもってお知らせしていきたいと考えておりますのでよろしくお願いいたします。 

 

令和６年度各会計の決算の詳細につきましては、事前配布させていただきました、款

別説明概要にてお示ししておりますので、よろしくご審議をいただき、ご認定いただき

ますようお願い申し上げます。 


